
住居確保給付金の制度概要について

○ 離職・廃業（以下「離職等」）又は本人の責め等によらず就業機会が減少し、離職や廃業と同等程度の状態（以下「やむを得ない休業等」）にあり、住宅を
喪失する又はそのおそれがある方を対象として家賃相当分を支給し、住居及び就労機会の確保に自立相談支援機関による就労支援等を実施する。

■支援内容

■支援要件

■ 離職等により経済的に困窮し、住居の喪失又
は喪失のおそれのある方

■ やむを得ない休業等により経済的に困窮し、
住居喪失又は住居喪失のおそれのある方

□ 申請日において、離職・廃業の日から2年以内
である。（ただし疾病等の場合を除く）

□ 本人の責めによらず、就業機会が減少する等
により給与等が減少し、当該個人の就労の状況
が離職又は廃業の場合と同等程度の状況にある。

□ 離職等の日において、その属する世帯の生計
を主として維持していた。

□ 申請日の属する月において、その属する世帯
の生計を主として維持している。

□ 申請日の属する月における、申請者及び申請者と同一の世帯に属する方の収入の合計額が、基準額
に申請者の居住する賃貸住宅の家賃額（ただし、住宅扶助基準に基づく額を上限）を合算した額以下
である。
【基準額】
単身：7.8万円 2人：11.5万円 3人：14万円 4人：17.5万円 5人：20.9万円

【住宅扶助基準（一般】
単身：3万円以下 ２人：3.6万円 3人～5人：3.9万円 6人：4.2万円 7人以上：4.7万円

□ 申請日における、申請者及び申請者と同一の世帯に属する方の所有する金融資産の合計額が基準額
×6（上限100万円）以下であること。ただし再支給の際には基準額×3（上限50万円）以下であるこ
と。
【資産要件】
単身：46.8万円 2人：69.0万円 3人：84.0万円 4人以上：100万円

□ 離職・廃業・再延長の方はハローワーク(公共職業安定所)に求職の申込みをし、誠実かつ熱心に常
用就職を目指した求職活動を行う。

□ 自治体等が実施する離職者等に対する住居の確保を目的とした類似の給付等を、申請者及び申請者
と同一の世帯に属する方が受けていない。

□ 申請者及び申請者と同一の世帯に属する方のいずれもが暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に規定する暴力団員でない。

■必要書類等

■必要書類
□ 住居確保給付金申請時確認書（様式1-1A）
□ 生活困窮者住居確保給付金支給申請書（様式1-1）
□ 本人確認書類
（運転免許証・住基カード・住民票 等）

□ 同一世帯のうち、 収入がある者について申請月の
収入が確認できるもの

□同一世帯のうち、申請日の預貯金通帳の写し等金融
資産が確認できる書類
□求職者受付票の写し
□賃貸借契約書の写し（アパート賃貸借契約書）

■状態に応じて必要となる書類
【住居喪失者】
□ 入居予定住宅に関する状況通知書（様式2-1）
【住居喪失のおそれのある者】
□ 入居に関する状況通知書（様式2-2）
【離職、廃業した者】
□ 2年以内に離職又は廃業したことが確認できる書類
（雇用保険受給資格証明書、廃業届 等）

□ 求職申込・雇用施策利用状況確認票
【やむを得ない休業等の状況にある者】
□ 就業機会等の減少が比較・確認できる書類
（給与の明細、源泉徴収票、確定申告の写し 等）
※ その他、必要に応じて書類の提出を求める場合があります。

■受給するために実施していただくこと

【離職・廃業・休業（就労を目指す方）・再延長の場合】

①月４回以上、自立支援機関の面接等を受ける
②月２回以上、公共職業安定所で職業相談等の実施
③原則、週１回以上、求人先へ応募等をおこなう

【休業等（事業再生等を目指す方）の場合】
①月４回以上、自立支援機関の面接等を受ける
②原則、月１回以上経営相談先への面談等
③経営相談先の助言等のもと計画作成と計画に基づ
く取組の実施

支給額等： 生活保護住宅扶助に基づく支給額を上限に、収入に応じて調整された額（上限あり）を大
家等へ代理納付

支給期間： ３か月間（最大９か月間）。条件を満たした場合、再支給が可能。
支給額 ：住宅扶助基準による。ただし、基準額を超える場合は以下の式による

(基準額+ひと月当たりの家賃額（賃貸借契約に記載された実際の家賃額))－世帯収入
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